
 

ニアショア推進協会 
令和元年度 事業報告 

 

 

当協会は、会員相互の連携を図り、ニアショア開発等の受注・受託を推進し、 

北海道の情報関連産業の振興・発展に寄与する事を目的に、諸会議並びに事業を 

実施した。 

 

１．諸会議 

(１)正副会長会議 

    日 時：平成３１年４月２４日(水) １３：００～１４：００ 

    場 所：北海道経済センター ３階 特別談話室 
    議 題：(１)２０１８年度 事業報告（案）について 
        (２)２０１９年度 事業計画（案）について 

     (３)定時総会の進め方について 
出席者：８名 
 

（２）定時総会・懇親会 

     日 時：令和元年７月１７日（水）１６：００～１７：３０（定時総会） 

                    １８：００～１９：３０（懇 親 会） 

     場 所：札幌グランドホテル 別館１階 グランシェフ（定時総会） 

                       ビッグジョッキ（懇親会） 

議 題：（１）２０１８年度事業報告について 

（２）２０１９年度事業計画について 

       （３）その他 

講 話：「ＲＰＡの概要・導入事例紹介」 

講師 ㈱ＮＴＴデータ北海道 ＩＴソリューションビジネス事業部 

ソリューション営業部 課長 庄子 康央 氏 
  

出席者：２４名 

 

（３）経営者懇談会 

   日 時：令和元年６月２７日（木）１６：００～１７：００ 

   場 所：北海道経済センター ３階 特別会議室Ｂ 

   議 題：共同受注に関する意向調査の報告、意見交換 

   参加者：１８名  

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 

経営者懇談会の様子 



 

２．事業 

(１)「ＪＡＰＡＮ ＩＴ ＷＥＥＫ 秋 ２０１９」への出展 
本州企業からの受注拡大と協会ＰＲを目的に、令和元年１０月２３日～２５日に 

幕張メッセにて開催された『ＪＡＰＡＮ ＩＴ ＷＥＥＫ 秋 ２０１９』に協会会員

４社共同で出展した。(札幌市補助事業) 

ブースに来場された企業にパンフレットの配布、名刺交換、各社サービスの紹介を 

行った。 

日 時：令和元年１０月２３日（水）～２５日（金） 

会 場：幕張メッセ 

    出展社数：７１０社（うち当協会４社）     

    来場者数：４８，２１７名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ＪＡＰＡＮ ＩＴ ＷＥＥＫ 秋 ２０１９ 当協会ブース 

 

(２)道外企業との商談会・個別説明会の開催 

  ホームページ等からシステム開発パートナー企業の募集依頼があり、説明会・ 

個別マッチングを実施した。 

  ①㈱ユニオンシンクの業務依頼内容に関する説明会 

日 時：令和元年 ６月２５日（水） １０：００～１１：３０ 

    場 所：北海道経済センター８階 第３会議室 

    参加社数：５社 

    実 績：１社受注 

②㈱ＱＥＳの業務依頼内容に関する説明会 

   日 時：令和元年 ７月３１日（水） １０：００～１１：３０ 

   場 所：北海道経済センター８階 第３会議室 

   参加社数：６社 

   実 績：業務転換により非成約  

 

 



 

 ③㈱デイブレイクの個別面談 

Ａ社 日 程：令和元年 ９月 ９日（月） 

場 所：㈱デイブレイク 東京オフィス 

Ｂ社 日 程：令和元年 ９月１０日（火） 

場 所：㈱デイブレイク 東京オフィス 

Ｃ社 日 程：令和元年 ９月１１日（水） 

場 所：㈱デイブレイク 東京オフィス 

    実 績：１社受注 

  ④㈱ビットホールディングスより業務依頼 

    平成３０年度に業務説明会を開催した企業が、今年度に新たな案件を説明会  

参加企業へ発注。 

 

(３)札幌×東京ビジネス交流会の開催 

  首都圏企業へニアショア推進協会の会員企業のＰＲを行い、北海道のＩＴ人材や  

技術のレベルの高さを理解して今後のビジネスに繋げる機会の創出を目的に   

実施した。（札幌市補助事業） 

    日 時：令和２年２月１８日（火） 

１４：００～１６：３０ 

       場 所：東京商工会議所 ５階 Ｒｏｏｍ Ｂ３ 

    主 催：札幌商工会議所 ニアショア推進協会 

    後 援：東京商工会議所 

    参加社数：札幌１１社１４名 / 東京 ５社１０名 

 

 

(４)広報・ＰＲ 

①ＰＲ動画の配信 

ホームページでの配信、展示会、その他説明会・交流会での配信を目的に動画を  

作成。札幌のＩＴ企業の技術力の高さ、対応力の高さなど発注側のメリットを  

分かり易く伝える為に活用。 

 

  ②ホームページによるＰＲ 

当協会の情報発信、本州企業等からの問合せ受付を目的に平成２６年より、 

ホームページを開設。本年度は４件の問合せを受付けた。（２件成約） 

 


